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論文内容の要旨
企業は自らを取り巻く様々な経済要因に応じて戦略選択を行う。その際、本社機能を置く国(以下、母
国)のレベルが近いと、互いに多国籍化戦略を選択する傾向が強くなる(集束仮設)と主張したのが
Markusen (1995)， Markusen & Venables (1995)である。一方、アジアを中心に拡大を続けた日本企
業の対外直接投資は国のレベルが異なる国や地域に対して一方的な直接投資の流れが発生している点に特
徴があるといえる。
多国籍化には様々なコストが伴うとされるが、そうした不利益を圧して企業が多国籍化を選択する条件
として、「所有上の有意性」、「立地上の有意性」、「取引内部化の利益」が挙げられる。日本企業の対外直
接投資要因は一般に、立地上の優位性追及を強調する傾向が強い。これに対し本稿ではMarkusen&
Venablesモデルを複占モデルとして再構築した上で、所有上の優位性を生み出す経営資源として技術を、
そして立地有意性が発生する要因として生産要素価格差を、内部化の利益が発生する要因として輸送コス
トを取り上げ、それぞれが企業の国際戦略決定に与える影響について分析を行った。さらに近年、深刻の
度を増す産業の空洞化について、その原因と影響を分析している。
その結果、日本対アジアの直接投資パターンの形成には、要素価格格差以上に技術水準の格差が大きな
影響を与えているとの結論が得られた。同時に、企業が国際競争力の維持・強化を目的に立地優位を求め
て生産プラントを移転させた結果、圏内の雇用機会が減少して国内需要が縮小し、やがては企業自身の市
場撤退を招く予測された。
ところで外国企業の生産プラントを受け入れるアジア各国が意図するのは、国内企業の技術向上と競争
力の増強であるO しかしながらこうした国々がすべて技術のキャッチアップに成功したかというと一概に
は言えない。
そこで本稿では、アジア各国の技術変化率を推計した。キャッチアップに成功したのであれば、誘致の
前後で技術変化率に大きな変動が見られると考えたためである O 推計では、始めにML法を用いてモデル
内の未知パラメータを求めた後、カルマンフィルターアルゴリズムを用いて技術変化率を推計する方法を
とった。またデータ上の制約から、本稿では韓国、インドの製造業をのみ対象とした。
その結果、インドについては推計期間を通じて大きな技術変動は見受けられなかったものの、韓国につ
いては80年代と90年代で大きな違いが見られた。韓国は戦後、積極的外資導入政策をとり、国内産業の振
興に努めた結果、現在では先進国の仲間入りを果たした。一方インドは、慢性的な失業を抱えるなど低迷
を続けているといえる O そして前者は80年代に技術変化の大きな変動が見られ、後者は推定期間を通じて
明確な変化は見受けられなかった。すなわち前者は外資導入による技術吸収に成功した結果、現在の繁栄
があるのに対し、後者はキャッチアップがうまくし、かず、結果として低迷を続けていると考えるものであるO
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論文審査の結果の要旨
直接投資とマクロ経済全体との関連についての理論的分析と欧米間での直接投資による技術進歩率の測
定作業を今後の残された研究課題として下記の理由によって藤井路子氏に課程博士学位の授与することに
値するものと認める。
(1)事実分析:日本とアジア聞の一方向の直接投資パターンと欧米間の相互の直接投資による多国籍化の
パターンとの差異についての事実説明。
(2)理論分析:(1)の事実説明のための直接投資に関する理論的分析。
Markusen & V ena blesモデルの拡張ならびに改良。企業の戦略に逆輸入戦略を新たに組み入れると同時
に費用構造のパラメータの様々なシミュレーションによってモデルのクールーノ=ナッシュ均衡戦略の組
み合わせについて厳密な比較静学分析を行った。(更なる拡張には (1)関税コストを入れるべき (2)多国籍モ
デルの国別モデソレを再構築する必要ありと思われる。 Mathema ticaの利用による厳密な比較静学分析は、
現在のところ他に研究に例をみない。)
(3)実証分析:生産関数を特定化した後に統計的分析によって技術変化率推定を試みた研究が多く見られ
るが、固定パラメータモデルを用いて推計を行うと、技術変化の激しい期間では、適切な推計値が得られ
ない可能性があり、パラメータの可変性を認め、ガウス状態空間モデルと呼ばれるシステムを用いて投資
受け入れ国における外資誘致効果測定を2ヵ国(韓国、インド)の製造業の技術進歩率の推定(全要素生
産性の測定)を行い、それぞれの国に対する誘致効果測定の相違点についての結論を得た。(計量経済学ア
プリケーションパッケージ=TSPの高度なマクロのプロシジュアによる推定作業も高く評価できる。)し
かし、推定作業からの結論は、統計資料の性質の不充分な理解から、統計的有意性に関して問題になる個
所が見受けられるO これらの問題点は今後、韓国とインドの1980年代から1990年代の開発戦略とマクロ経
済政策の変化とデータの整合性に関する研究によって克服されるものと思われる。第4章における全要素
生産・性の推計上の問題点については、分析目的に最適な統計資料の発掘と再推計を行なえば、十分興味
深い実証分析になることが予想できる。
論文の構成は次のとおりであるO
第1章 はじめに問題意識の記述
第2章 日本の民間対外直接投資の長期的外観
まず、対外直接投資に関する様々な概念と定義を紹介するO その後に、日本の対外直接投資統計の現状
と、それが抱える問題点、について説明する。次に、統計データから日本の対外直接投資の歴史的動向につ
いて見ていく際に、投資動機の変化や差異に注目することによって、アジアと北米・欧州について日本企
業が抱く、投資先としての認識の違いを明らかにする O 一今アジア=1"最適生産地」、北米・欧州= 1"消
費地」として特徴付けている O
第3章多国籍企業の戦略決定要因分析
企業が国際経営戦略を選択する際に、本社機能を置く国(以下、母国と呼ぶ)のレベルが近いと、互い
に多国籍化戦略を選択する傾向が強くなる、という「集束仮説」を主張した論文としてMarkusenand 
Venables (1995)がある。この論文のモデ、ルを複占モデルとして再構築した上で、「所有上の有意性J(技
術)、「立地上の有意性J(生産要素格差)、「取引内部化の利益J(輸送コスト)が企業の国際経営戦略の決
定に与える影響と、産業の空洞化の原因および影響を分析する。以下の結論が導き出される O
(1)企業間の技術水準および各国の要素価格水準に差がなく、複数の企業参入を可能にする市場規模が存
在する場合、輸送費用の高騰は内部化の利益を高め、両企業がともに多国籍化戦略を選択する相互多国籍
化が発生する O
(2)要素価格面における格差が拡がることによって立地上の優位性が発生すると、企業の生産プラントが
優位国へ集中し、劣位国内では産業の空洞化が発生する。さらに、市場規模が縮小すると、優位国企業が
両市場にたいして輸出戦略によって独占的に供給を行う傾向が強くなる。
(3)技術面における格差が拡がり、所有上の有意性が発生すると、生産に要する技術が高い産業では、優
位国企業による一方的多国籍化が発生する傾向が強くなる。
(4)本稿の分析によると、国家間の直接投資パターン形成には、要素価格格差以上に技術水準の格差(所
有上の有意性)が大きな影響を与えると考えられる。(この結論は論証抜きに記述されている。)
第4章直接投資の効果
この章では、アジア諸国(とくに、韓国とインド)の技術変化率を測定し、アジア諸国の外資導入に伴
う技術移転効果を検討するO 推計の結果、技術変化率が大きく変動していれば、それは外資導入によって
技術向上に成功した証左と考えることができる。
<状態空間モデルによる推計>
~logQt =α t+ βK~logKt+ βL ムlogLt十 ω t ，
(αt一α)=ゆ(α t-1一α)+υ t， t=1，2，…，T. 
だたし、総生産関数Q=FCLt，Kt; t)であり、全要素生産性FclFt=αtである。
このシステムは、マクロ経済全体から定量的に観測することができない変数であり、状態変数と呼ばれ
るO 状態空間モデルとは、観測される変数を用いて観測されない変数を推定することを目的としたモデル
であるO
推計結果としては次のような事実が解明された。
韓国では労働争議など政治的混乱の発生した80年代後半を挟み、技術面での急激な発展向上が発生した
80年代前半の「革新の時期」と、大きな技術的発展は存在しないながら安定的な技術進歩を続ける90年代
中期以降の成熟の時期に色分けすることができる。
インドでは、技術変化率が低い水準で安定推移していると考えられる O 外国資本誘致政策等による国内
産業およびその技術振興政策の意図は劇的に果たされたとは言い難い。
両国を対象とした推計結果の差異は、外資導入による技術吸収の成否を反映したものと考えることがで
きる。
しかし、推計結果の統計的有意性:統計資料の理解が不十分であることが原因のひとつで、あると考えら
れるが、生産関数の推計結果が芳しくない。生産要素として、資本と労働の2要素が想定され、関数形と
してコブ=ダグラス型生産関数が利用されている。韓国の推計をみると、すべてのケースで、推計された
労働の限界生産性が統計的に有意ではなく、 Figure4 -3とFigure4 -4では符号がマイナスにすらなっ
ている。さらに、インドをみると，資本と労働の限界生産性がすべてのケースで有意ではなく、 Figure
4-8では資本のそれがマイナスの符号になっている。推計結果の解釈と意味付けには疑問が残る。つま
り、全要素生産性の平均成長率が、韓国で2%から 3%程度であり、インドで低いケースでみて3%程度
であるO これを素直に受け取れば、「韓国は戦後、積極的外資導入政策をとり、国内産業の振興に努めた
結果、現在では先進国の仲間入りを果たした。一方、インドは慢性的な失業を抱えるなど現在も低迷を続
けているといわざるをえない。両国を対象とした推計結果の差異は、外資導入による技術吸収の成否を反
映したものと考えることができるJ(57ページ)という結論は、奇妙である O
以上の問題点が指摘できるわけであるが、取り上げている課題はP.Krugmanの評論に端を発した東ア
ジア全要素生産性論争にひとつの回答を与える可能性のあるものであり、推計方法として状態空間モデル
を利用していることから分析における独自性も十分存在すると考えられる O
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